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よう．厚生労働省の国民生活基礎調査によると，日本の相対的貧困率は 1994 年 13.8％，
2003 年 14.9％，2012 年 16.1％である（平成 28 年国民生活基礎調査）．全国消費実態調査で





































































































目的② 日本型福祉国家の機能が逆の働きをすることによって貧困に陥る場合の状況を示             

























































































































































































































































































































































脱商品化 低 中 高 
階層化 高 高 低 
脱家族化 中 低 高 
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失業保護が低いという特徴があるとした（Soskice et el. 2001＝2007）． 
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労働市場の規制 規制される 規制される 最小限 
社会サービス 例外的 制度化されている 企業福祉のみ 
非営利組織の規模 小さい 活発 中位 































の対国民総生産比は，1965 年 5.5％，1972 年 5.85％であったのが，1975 年には一挙に 8.7％
に達した． 





























































































「ワーキングプア」層が急激に増えている．国税庁の調べによれば，2012 年で年収 200 万
25 
 
円以下の給与所得者が 1089 万 9 千人となり，全体の 23.9％を超えた（脇田 2014）．日本の
90 年代後半からの急激な貧困化は，多くは失業と転職を反復する非正規雇用労働者の急速
な増加によるものと考えられる．増大した非正規雇用労働者の賃金水準は，正規労働者を大






































 総務省平成 27 年国勢調査（人口等基本集計結果）によると，2015 年で日本の単身世帯は
1842 万世帯であり，全人口の 14.5％を占める（総務省 2015）．2010 年での単身世帯数は 1678
万世帯（全人口の 13.1％）であったので（総務省 2010），5 年間で単身世帯は 164 万世帯，
全人口の 1.4％増加したことになる．もう少し長いスパンで過去からの増加状況をみると，
過去 30 年間で，単身世帯数は 1985 年の 789 万世帯から 2015 年の 1842 万世帯へと 2.3 倍
になった．また，全人口に占める単身世帯比率も，1985 年の 6.5％から 2015 年の 14.5％へ
と約 2.2 倍に高まっている．これは，人口増加とは別に，未婚化や親子の別居化など，人び
との世帯形成行動の変化によって単身世帯が増え始めたことを意味する（藤森 2017）． 
    
  





















































 図 3-3 勤労世代（20～64 歳）の世帯タイプ別貧困率（2012 年） 
 
 総務省の平成 22年国勢調査』第 14表からもわかるように，単身世帯では，2人以上世帯
の世帯主よりも，「非正規雇用者」の割合が高い．特に単身女性の非正規雇用労働者の割合
は，20～50 代の全年齢階層を通じて 2 割以上の高い水準になっている．また，単身世帯で

























































































































































































































































































































福祉国家の規模をあらわす数値としては，公的支出の対 GDP 比が一般に使われる．OECD の
Social Expenditure で公的支出全体の対 GDP比を日本と OECD諸国で比較したデータをみる
と，2013 年では日本は 23.1％で 35 カ国中 14 位である（OECD 2017a）．全体で見れば特に
OECD 諸国の中で低い部類とはいえないが，問題は公的支出の内訳である．それによって福
祉国家がどんな政策に力を入れているか，その性質がある程度わかると考えられる．そこで，
先ほどの公的支出の対 GDP 比を，家族政策にかける公的支出に限ってみると，2013 年でイ
ギリス 3.8％，デンマーク 3.7％という中で，日本は 1.3％と最も低いグループに属してい
37 
 





 表 5-1 社会政策支出項目別順位 （2013 年） 
 
 
ここで相対的貧困率についても国際比較すると，OECD の Income Distribution and 
Poverty のデータによると 2012 年で，日本の相対的貧困率（可処分所得での中央値の 50％
未満）は 16.1％で 65 カ国中 6位というトップクラスの高さである．日本より相対的貧困率
の高い国はアメリカ，メキシコなどの 5カ国のみである．そして重要なことは，日本の 2012
年での，所得移転（再分配）前の当初所得（社会給付，税・社会保険料控除前）における相




1 イタリア 13.7 1 イギリス 3.8
2 フランス 12.6 2 デンマーク 3.7
3 オーストリア 12.2 ¦
4 ポルトガル 12.1 27 日本 1.3
5 フィンランド 11.4 28 カナダ 1.2


































1 アイルランド 42.7 1 メキシコ 21.4
2 ハンガリー 39.8 2 コスタリカ 21.3
3 ギリシャ 38.1 3 イスラエル 18.4
4 リトアニア 37.1 4 トルコ 17.7
5 フランス 36.0 5 アメリカ 17.4






























 時給は 1050 円．残業代は 1250 円．残業は基本的に 3時間．夜勤だと時給 1250 円で，残



















コンビニ，昼は郵便局で働いた．時給はコンビニの夜勤で 1000 円，郵便局は 700 円．数か













歩合制で，1日働くと 7500 円．月収は 15 万円ほどになり，親元で暮らす吉田さんからすれ
ばどうにかやっていける額だった．しかし，公共工事が削減され，働く場が減ってくると月

























































事例 1 の吉田君の例では，フルタイムで働いても月々の収入が 12～3 万円にしかならな
い非正規雇用労働者の実態が描かれていた．本人も言うように，ボーナスが出るわけでもな
く，コンビニのアルバイトと同じで時給制である．有給も実質的に存在しない．可処分所得
の中央値は 245 万円（2016 年）であるから，可処分所得が 122 万円以下の世帯が相対的貧











ているわけだから，1200 円×一日 8時間×20 日，月の実収入は 19 万 2000 円になる．寮費














































































①自助努力を前提 ②家族主義 ③男性稼ぎ主型 ④企業福祉依存 ⑤経済成長重視 
⑥高齢者偏向 ⑦手薄な家族政策 ⑧非常に弱い再分配機能 
  
〈新しい貧困リスク〉 



























































































































































 まず，国民健康保険料であるが，これは市町村ごとに税率が異なる．仮に，平成 29 年度
の東京都世田谷区の計算方法だと，年間の国民健康保険料は次のようになる．まず所得金額
から基礎控除 33 万円を差し引く．これが基準額となる．基準額に所得割額（基礎分 7.47％，
支援金分 1.96％，介護分 1.52％）の合計 10.95％をかける．それに均等割額（基礎分 38,400
円，支援金分 11,100 円，介護分 15,600）の合計 65,100 円を足す．これが健康保険料の年
額となる（トムスネット 2017）． 
 次に国民年金であるが，これは一律月額 16,490 円である（トムスネット 2017）．つまり，
年額 16,490×12＝197,880 円である． 
 では，社会保険料によって実際に相対的貧困に陥る人の当初所得の上限を計算しよう．所
得が X 円の人が，国民健康保険料と国民年金保険料を引かれて，相対的貧困線の 122 万円
になる場合の Xを求める． 
 
  X－{（X－330000）×0.1095＋65100＋197880}＝1220000 
 
 この式を X について解くと，X＝1,624,755 となる．つまり上限は約 162 万円であり，収
入が 122 万円から 162 万円までの人は，社会保険料の負担によって相対的貧困に陥ってい
るということになる． 
 では，この，収入が 122 万円から 162 万円までの就業者は何人（何世帯）ぐらいいるのだ
ろうか．総務省統計局の平成 26 年全国消費実態調査によると，単身者の 10 分の 1 が年収
122 万円から 162 万円の間にいる．また，厚生労働省の国民健康保険実態調査によると，収
入が 120 万円以上～160 万円未満の世帯数は約 185 万世帯，人数は約 326 万人である．社会
保険料は世帯ごとにかかってくるため，また，就業者は全人口（1 億 2800 万人）のうちの






















 先行研究で取り上げた例の中で，キャノンの工場で非正規で働く若者は，時給 1050 円で
フルタイムで働いていた．フルタイムということは，残業がなかった場合で 1日の労働時間
は 8時間，土日休みで休日出勤がなかった場合で月およそ 20日の出勤である．そうすると， 
 

















これが基準額となる．基準額に所得割額（基礎分 7.47％，支援金分 1.96％，介護分 1.52％）
の合計 10.95％をかける．それに均等割額（基礎分 38,400 円，支援金分 11,100 円，介護分
















となる．約 13 万円といったところであるが，月 13万円の可処分所得というのは，相対的貧




MIS 法による単身者の一か月あたりの最低生活費は，男性が 19万 3810 円，女性が 18万 3235

























































は，日本型福祉国家の性質の要素を，①自助努力を前提 ②家族主義 ③男性稼ぎ主型 ④
















値の 50％が 122 万円である，すなわち可処分所得が 122 万円以下の人が相対的貧困である
ことを確認した．その上で，現行の社会保険料すなわち国民健康保険と国民年金の税額の算
出方法から逆算することで，年収が 122 万円～162 万円の就業者が，社会保険料の負担によ
って相対的貧困に陥ることを概算した．またその収入帯の世帯数や人数を，厚生労働省の国




































































































1）JHPS（日本家計パネル調査：Japan Household Panel Survey）は，7,000 人を対象に 2004
年から継続して実施されてきた「慶應義塾家計パネル調査」（KHPS）による調査実績を活か
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